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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第100期
第３四半期
連結累計期間

第101期
第３四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日

自 平成27年10月１日
至 平成28年６月30日

自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日

売上高 (千円) 2,199,372 4,328,049 3,382,360

経常利益又は経常損失（△） (千円) △168,692 120,504 △102,543

親会社株主に帰属する
四半期純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期（当期）純損失（△）

(千円) △271,813 112,649 △379,509

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △271,041 110,406 △378,737

純資産額 (千円) 1,803,835 1,783,313 1,696,139

総資産額 (千円) 2,805,147 3,739,614 2,766,274

１株当たり四半期純利益金
額又は１株当たり四半期（当期）
純損失金額（△）

(円) △42.68 17.69 △59.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.3 47.7 61.3
 

 

回次
第100期
第３四半期
連結会計期間

第101期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △30.42 △9.26
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第100期第３四半期連結累計期間及び第100期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 第101期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

５ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又

は親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失（△）」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、政府の経済政策により企業収益や雇用情勢に改善の傾向が

みられ、緩やかな景気回復基調で推移したものの、新興国経済の減速懸念や、英国の国民投票によるＥＵ離脱の選

択等に伴う世界経済の下振れが懸念されるなど、先行きは依然として不透明な状況が見込まれます。

建設業界におきましては、公共投資は総じて弱い動きにあるものの、民間設備投資は増加基調となる一方、労務

費をはじめとした建設コストの上昇傾向は続いており、引き続き厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループは顧客密着型及び採算性重視の営業活動を積極的に展開し、グループを挙げ

て新規工事の受注確保に努める一方、工事採算性の向上に向けたコストの削減、業務の効率化などにより利益の確

保に努めてまいりました。

以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の受注高は、67億２千万円（前年同四半期比150.9％

増）、売上高は43億２千８百万円（前年同四半期比96.8％増）となりました。利益につきましては、売上高の増加

により営業利益は８千３百万円（前年同四半期は２億２千７百万円の営業損失）、経常利益は１億２千万円（前年

同四半期は１億６千８百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億１千２百万円（前年同四半

期は２億７千１百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

(電気工事業)

電気工事業については、全社を挙げて新規工事の受注確保に努めたことにより、当第３四半期連結累計期間の

受注高は67億２千万円（前年同四半期比150.9％増）、売上高は37億１千６百万円（前年同四半期比129.3％

増）、セグメント利益（営業利益）は４千３百万円（前年同四半期は２億３千３百万円のセグメント損失）とな

りました。

 

(建物管理・清掃業)

建物管理・清掃業については、積極的な営業活動を展開するとともに、業務の効率化を推進し、収益の向上に

努めたことにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は６億１千１百万円（前年同四半期比5.6％増）、セグ

メント利益（営業利益）は３千９百万円（前年同四半期比655.9％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ９億７千３百万円増加し、37億３千

９百万円となりました。また、負債合計は、前連結会計年度末に比べ８億８千６百万円増加し、19億５千６百万円

となりました。純資産合計は、前連結会計年度末に比べ８千７百万円増加し、17億８千３百万円となりました。

資産の増加の主な要因は、現金預金２億２百万円の増加及び受取手形・完成工事未収入金等７億３百万円の増加

によるものであります。

負債の増加の主な要因は、工事未払金８億円の増加及び短期借入金６千２百万円の増加によるものであります。

純資産の増加の主な要因は、資本剰余金２千５百万円の減少もありましたが、利益剰余金１億１千４百万円の増

加によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動について特記すべき事項はありません。

 
(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、電気工事業の受注実績が著しく増加しております。これは、太陽光発電所

建設工事を受注したこと等によるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,500,000

計 19,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月４日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,375,284 6,375,284
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 6,375,284 6,375,284 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月30日 ― 6,375,284 ― 989,669 ― 247,417
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 6,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,367,100 63,671 ―

単元未満株式 普通株式 1,984 ― ―

発行済株式総数 6,375,284 ― ―

総株主の議決権 ― 63,671 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、600株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれておりま

す。

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式１株が含まれております。

３ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
山加電業株式会社

東京都豊島区
南池袋一丁目10番13号

6,200 ― 6,200 0.10

計 ― 6,200 ― 6,200 0.10
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 海外事業本部長 田代 弘樹 平成28年６月15日
 

 

（2）移動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性10名 女性―名 （役員のうち女性の比率 ―％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人グラヴィタスによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 1,046,173 1,248,565

  受取手形・完成工事未収入金等 672,735 1,376,333

  未成工事支出金 56,885 75,474

  繰延税金資産 1,252 1,252

  その他 68,093 122,708

  貸倒引当金 △12,602 △8,933

  流動資産合計 1,832,537 2,815,401

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 442,238 369,576

   機械・運搬具 350,941 352,481

   工具器具・備品 282,770 291,717

   土地 359,351 328,042

   減価償却累計額及び減損損失累計額 △885,342 △839,299

   有形固定資産合計 549,959 502,518

  無形固定資産   

   のれん 84,210 71,932

   その他 30,342 25,126

   無形固定資産合計 114,553 97,059

  投資その他の資産   

   投資有価証券 247,200 305,245

   長期貸付金 335,000 335,000

   繰延税金資産 169 169

   その他 41,196 28,281

   貸倒引当金 △354,341 △344,058

   投資その他の資産合計 269,224 324,636

  固定資産合計 933,737 924,213

 資産合計 2,766,274 3,739,614
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 467,513 1,268,157

  短期借入金 250,000 312,497

  未払法人税等 10,642 10,018

  未成工事受入金 32,016 70,763

  賞与引当金 16,144 5,930

  工事損失引当金 ― 3,163

  完成工事補償引当金 310 190

  その他 165,521 162,366

  流動負債合計 942,147 1,833,088

 固定負債   

  再評価に係る繰延税金負債 7,555 6,485

  退職給付に係る負債 99,673 95,639

  その他 20,758 21,088

  固定負債合計 127,988 123,212

 負債合計 1,070,135 1,956,301

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 989,669 989,669

  資本剰余金 821,016 795,540

  利益剰余金 61,597 176,490

  自己株式 △1,900 △1,900

  株主資本合計 1,870,382 1,959,799

 その他の包括利益累計額   

  土地再評価差額金 △174,243 △176,486

  その他の包括利益累計額合計 △174,243 △176,486

 純資産合計 1,696,139 1,783,313

負債純資産合計 2,766,274 3,739,614
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高   

 完成工事高 1,620,624 3,716,630

 不動産管理売上高 578,748 611,419

 売上高合計 2,199,372 4,328,049

売上原価   

 完成工事原価 1,462,124 3,278,136

 不動産管理売上原価 379,726 421,513

 売上原価合計 1,841,851 3,699,649

売上総利益   

 完成工事総利益 158,499 438,494

 不動産管理売上総利益 199,021 189,905

 売上総利益合計 357,521 628,400

販売費及び一般管理費 585,305 545,362

営業利益又は営業損失（△） △227,784 83,037

営業外収益   

 受取利息 170 82

 持分法による投資利益 60,266 37,194

 その他 2,858 7,605

 営業外収益合計 63,296 44,882

営業外費用   

 支払利息 3,616 3,290

 手形売却損 77 32

 訴訟関連費用 ― 860

 支払保証料 503 ―

 その他 23 3,232

 営業外費用合計 4,220 7,415

経常利益又は経常損失（△） △168,708 120,504

特別利益   

 固定資産売却益 ― 1,111

 特別利益合計 ― 1,111

特別損失   

 固定資産売却損 ― 1,109

 損害賠償金 ― 1,255

 損害賠償損失引当金繰入額 37,000 ―

 特別損失合計 37,000 2,364

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△205,708 119,250

法人税、住民税及び事業税 21,050 7,670

法人税等調整額 45,053 △1,070

法人税等合計 66,104 6,600

四半期純利益又は四半期純損失（△） △271,813 112,649

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△271,813 112,649
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △271,813 112,649

その他の包括利益   

 土地再評価差額金 771 △2,243

 その他の包括利益合計 771 △2,243

四半期包括利益 △271,041 110,406

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △271,041 110,406

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更)

１．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 

平成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 
２．法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第３四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表への影響額はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

     受取手形割引高

 

 
前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

受取手形割引高 9,110千円 ―千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 55,526千円 38,272千円

のれんの償却額 26,989 〃 12,278 〃
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月19日

定時株主総会
普通株式 12,738 2.00 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金

平成27年４月30日

取締役会
普通株式 12,738 2.00 平成27年３月31日 平成27年６月15日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年10月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月22日

定時株主総会
普通株式 25,476 4.00 平成27年９月30日 平成27年12月24日 資本剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２電気工事業

建物管理
・清掃業

売上高      

外部顧客への売上高 1,620,624 578,748 2,199,372 ― 2,199,372

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 498 498 △498 ―

計 1,620,624 579,246 2,199,870 △498 2,199,372

セグメント利益又は損失（△） △233,034 5,235 △227,799 14 △227,784
 

(注) １ 売上高の調整額△498千円及びセグメント利益又は損失（△）の調整額14千円は、セグメント間取引の消去

の額であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年10月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２電気工事業

建物管理
・清掃業

売上高      

外部顧客への売上高 3,716,630 611,419 4,328,049 ― 4,328,049

セグメント間の内部
売上高又は振替高

173 454 627 △627 ―

計 3,716,803 611,873 4,328,676 △627 4,328,049

セグメント利益 43,458 39,572 83,031 5 83,037
 

(注) １ 売上高の調整額△627千円及びセグメント利益の調整額５千円は、セグメント間取引の消去の額でありま

す。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

「会計方針の変更」に記載のとおり、当第３四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法

の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減

価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更によるセグメント利益への影響額はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

△42円68銭 17円69銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

△271,813 112,649

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する
四半期純損失金額（△）(千円)

△271,813 112,649

普通株式の期中平均株式数(株) 6,369,083 6,369,083
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間においては１株当たり四

半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結累計期間においては潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月３日

山加電業株式会社

取締役会  御中

 

監査法人 グラヴィタス
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   圓   岡   徳   樹   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   飯   田   一   紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山加電業株式会

社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年10月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山加電業株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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